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要　旨　
【目的】 保健師教育は保健師・看護師の統合カリキュラム（以下，統合カリキュラム）から学部選

択制への移行期を迎えている中，看護系大学数の急増に伴う統合カリキュラムの実習体験不足を示唆
する研究は多岐に渡るが，現在も統合カリキュラムの中で展開される保健師教育の成果を評価する研
究は見当たらない．そこで本研究では，選択制を導入した保健師教育の実習経験評価に関する先行研
究との比較から，統合カリキュラムにおける保健師教育の成果を評価するための基礎資料を得ること
とした．
【方法】 対象；統合カリキュラムの D 大学 4 年次公衆衛生看護学実習経験録 112 名分．方法；東京

都特別区内の選択制 7 大学（以下，7 大学とする）を対象とした先行研究 12）で作成された実習で体験
すべき 15 項目に準じて D 大学の経験録から抽出し，7 大学と D 大学の①属性，②実習概要，③体験
割合を比較した．
【結果】 対象学生 112 名，回収数 102 名（回収率 91.1％）．①学生属性；有意差なし（p＝0.43）．②

実習概要；D 大学は所在県内に 9 保健所・18 市町の実習施設があり，実習期間 3 週間（7 大学 4 週間）
③体験割合；15 項目の平均が 7 大学・D 大学共に 8 割以上であり，有意差のある D 大学の方が高い
経験項目は「保健所の見学」，有意差のある低い体験項目は「訪問での体験」「問診体験」「関連機関
見学」であった．
【考察・結論】 実習受け入れ機関が潤沢に確保され，選択制と比べ実習期間は短いものの，体験項

目の平均が 8 割以上と短期間で多様な保健師活動が体験できていた．これは，実習前に実習指導者と
教員で進め方を協議し，実習環境を調整することで，選択制と同様の実習体験ができたと言える．保
健師のみならず，地域看護の視点を持つ看護師が育成されていることは，統合カリキュラムの成果で
あると評価することができた．

キーワード ： 統合カリキュラム評価，保健師教育，公衆衛生看護学実習

著者連絡先：板垣昭代　獨協医科大学看護学部地域看護学
　　　　　　〒321-0293 栃木県下都賀郡壬生町北小林 880
　　　　　　E-mail：itagaki@dokkyomed.ac.jp



保健師・看護師統合カリキュラムにおける公衆衛生看護学実習の実習経験内容分析と課題

- 58 -

Ⅰ　緒言
1 ．研究の背景

学士課程の保健師・看護師統合カリキュラム
（以下，統合カリキュラム）は，健康の保持増進・
疾病の予防，在宅医療支援や地域ケア体制づく
り，保健・医療・福祉チームの中での調整や社
会資源の活用能力が看護師教育にとりこまれ，
看護師教育の幅や奥行きが広くなる 1）というメ
リットがある．卒業後，仮に保健師として勤務
しない場合でも，保健師機能を理解し地域看護
の視点を備えた看護師として，医療施設と地域
との連携に大きく貢献するものとして期待でき
る．

しかし，近年，保健師教育は統合カリキュラ
ムから一部の学生のみが履修する選択制や大学
院教育への変革期を迎えており 2-4），統合カリ
キュラムのメリットよりも①実習受け入れ機関
の確保が困難なこと，②保健師の知識・技術・
能力を養う十分な授業時間の確保が困難なこ
と，③保健師志望でない学生の実習に対する目
的意識や意欲の低さ等の問題が指摘されてき
た 2, 5）．更に，これまでの調査から統合カリキ
ュラムにおける実習経験の不足が指摘され 6, 7），
実習で保健師活動の最も基礎的なスキルとして
必要な家庭訪問や健康教育を体験させていない
大学が 25％以上あるとの報告がある 8）．保健師
活動の理念や価値観は抽象的であり，学生は机
上学習だけでは理解困難で，実習経験を通じて
感性を磨き保健師活動の現場を理解できる
が 7），統合カリキュラム下の学生は実習経験が
不足し保健師活動に関する理解が十分でないこ
とが示唆されている．即ち，統合カリキュラム
のメリットよりも保健師の質の担保を教育に求
める声があがった．

平成 23 年保健師助産師看護師学校養成所指
定規則（以下，指定規則）が改正され 9），平成
28 年度現在，文部科学大臣が指定する保健師
課程のある看護系大学 219 校（学年進行中の大
学等 32 校除く）のうち 178 校（82％）が「選
択制」に移行し 10），各大学は，選択制を前提と
したカリキュラムへと改正し，保健師の質を確
保するための臨地実習方法や内容の工夫を行

い，独自の展開を模索し，学生の記録を分析し，
実習の学習成果や課題を検討している．このよ
うに大学における保健師教育は変革期を迎え，
選択制が主流となってきている．

これまでの研究は，統合カリキュラム教育機
関の実習のあり方に関する全国調査 6-8），選択
制移行措置期間における実習経験内容の評
価 11），選択制導入前後における保健師教育の
技術到達度と実習体験の評価 12），選択制導入
後の実習のあり方を検討し 13, 14），統合カリキュ
ラムにおいて保健師養成のための講義・実習実
施の限界を示唆する研究は多岐に渡るが，指定
規則改正後，実習体験が確保されている統合カ
リキュラムと選択制における実習経験を比較
し，統合カリキュラムの中で展開される保健師
教育の成果を評価する研究は見当たらない．

そこで本研究では，統合カリキュラムの中で
展開されている平成 29 年度健康教育支援論実
習（公衆衛生）を終了した D 大学学生の実習
経験録から実習経験内容を分析し，選択制を対
象とした保健師教育の実習体験評価に関する先
行研究 12）と比較し，実習目的・目標，内容（学
生間・実習指導者への実習報告会含む），方法
上の課題（実習施設の調整含む）について考察
することで，統合カリキュラムのあり方を考え
る有用な資料となると考え，本研究に取り組む
こととした．
2 ．目的

平成 29 年度健康教育支援論実習（公衆衛生）
における保健所・市町実習の経験録からその実
態を把握し，選択制における保健師教育の実習
体験評価に関する先行研究との比較から，統合
カリキュラムにおける保健師教育の成果を評価
するための基礎資料を得る．
3 ．意義
1）統合カリキュラムを採用している他大学が

統合カリキュラムにおける実習方法を構築又
は統合カリキュラムの将来を検討するための
基礎資料となる．

2）平成 29 年 5 月～7 月に終了した平成 29 年
度健康教育支援論実習（公衆衛生）における
保健所・市町実習の経験実態を明らかにし，
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これらを実習指導保健師と共有することで，
実習の場で起きている様々な現象の意味から
大学で学んだ既習の知識へと結びつけるため
の指導方法を検討できる．

Ⅱ　研究方法
1 ．対象

平成 29 年 5 月～7 月に健康教育支援論実習
（公衆衛生）を終了した D 大学 4 年生 96 名及
び編入生 6 名の合計 112 名のうち，研究に同意
が得られた学生の平成 29 年度健康看護支援論
実習（公衆衛生）経験録（実習終了後に自記式）
をデータとして採用した．

なお，比較対象としては東京都特別区内の 7
大学（以後，7 大学とする）の調査結果を用い
た 12）．その理由は，大学における保健師基礎教
育の包括的評価に関する過去 10 年間の国内外
の文献検討の結果，この研究が唯一，選択制の
複数の大学を対象としていたからである．対象
が複数の大学であることで，結果がより一般性・
普遍性が高い知見であると考えた．
2 ．D 大学の実習の進め方

D 大学の 3 週間の実習予定を表 1 に示す．D
大学が所在する県では「村」が自治体組織とし
て存在しないため，保健センターの実習は「市
町実習」となっている．1・2 週目が市町保健
センターで実施され，3 週目が 9 箇所の全県保
健所で実施されている．県内市町数は 25 であ
り，平成 29 年度ではこのうち 18 か所で実習が
行われた．保健センター，保健所 1 か所あたり
2～5 名の学生が配置され，少数の学生で実習
が行われている．

教員は 1 回の実習で一人当たり 2～4 か所の
市町を担当し，実習開始前に施設を訪問し指導
保健師らと実習で経験する事業について打ち合
わせを行う．
3 ．調査内容

先行研究 12）で使用された実習経験 15 項目を
採用した．これは東京都特別区で選択制を先駆
的に導入するにあたり作成した「学生実習のめ
やす 4 単位特別区版」で用いられている項目で
ある．8 割以上の学生が到達できることを想定
し考案されたもので，実習で経験すべき項目に
関する目標や具体的な内容，必要日数を定めた
評価指標である．先行研究ではこれを受け，8
割以上を到達目標と定め，5 割未満との比較を
行っている．この 15 項目と一致する項目を経
験録から 15 項目選び調査項目とした．このう
ち「同一事例の複数訪問」については D 大学
では経験録に含まれないので，D 大学のデータ
は得られないものとする．
4 ．調査期間

平成 29 年 12 月 13 日（対象者への説明）か
ら 12 月 21 日（同意書回収締切日）までとした．
5 ．手順
1）対象者に研究に関する概要，説明日時を学

内学習管理システム（LMS Learning Man-
agement System）により事前に告知した．

2）授業終了後，興味を持った学生に残っても
らい，研究の目的及び意義，方法，研究協力
の任意性と撤回の自由，研究の対象となる方
の利益と不利益，情報の管理，個人情報の保
護，費用負担，研究成果の取り扱いについて，
文書と口頭で説明し同意書を配布した．

表 1　D 大学公衆衛生看護学実習日程表

1 週目 2 週目 3 週目

曜　日 月 火 水 木 金 月 火 水 木 金 月 火 水 木 金

場　所 学内 市町保健センター 学内 県保健所 学内

内　容
オリエ
ンテー
ション

保健事業参加，家庭訪問同行，健康教育実施，地区組織活動・
連絡会議・関連施設・来所者対応見学など
実習カンファレンス

オリエ
ンテー
ション

保健事業参加，家庭
訪 問 同 行，連 絡 会
議・関連施設・来所
者対応見学など
実習カンファレンス

報告会
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3）同意書の回収はボックスへの投函とし，所
定のボックス（固定，鍵付き）を利用した．

6 ．分析方法
同意を得られた学生の経験録の各項目の経験

レベル毎（実習中に体験した・体験しなかった）
に体験率を単純集計し，先行研究と同様の基準
で「経験した」と回答した学生の割合が 8 割以
上，あるいは 5 割未満の項目に注目して検討し
た．また，7 大学と D 大学の学生の属性，実習
経験割合の各項目の差を Pearson の c 2 検定に
より検証した．
7 ．倫理的配慮

対象学生の経験録は既に教員側へ提出され，
実習成績評価も終了している．説明の際は，任
意であることを十分説明した．なお，本研究は
D 大学看護研究倫理審査委員会の承認を得てい
る．

Ⅲ　結果
1 ．対象者及び実習状況

対象者のうち，同意を得たものは 102 名（回
収率 91.1％）であり，この学生の経験録を分析
した．比較対象の 7 大学と本研究の対象の属性，
実習概要をそれぞれ表 2. 表 3. に示す．属性に
は有意差はなく，実習時期も両校とも 4 年次の
夏休み前でほぼ同様であった．実習期間は 7 大
学のほうが 1 週間長かった．
2 ．実習での経験割合

実習経験項目の経験割合および 7 大学との比
較を表 4. に示す．実習経験項目の説明は表中
の「省略版」の記述を用いる．なお，「同一事
例の複数訪問」の項目は D 大学の実習では実
施されておらず経験録にも含まれていないた
め，表中の欄は空白になっている．

1 ）全体傾向
D 大学，7 大学とも経験割合の平均は 8 割を

超えており，全体としては類似の傾向を示した．
D 大学は「オリエンテーション」「地域の情

報収集」「健康課題明確化」「健診見学」「保健
所見学」「カンファレンス」の 6 項目は 100％
の学生が体験していたが，「訪問での体験」「問
診体験」が体験率 5 割未満，「関連機関見学」
は 58.8％，「地区組織活動見学」も 72.5％にと
どまった．

7 大学は「オリエンテーション」「地域の情
報収集」「健康教育のリハーサル」「健康教育の
実施」「健診見学」の 5 項目は 100％の学生が
経験していたが，「同一事例の複数訪問」が経
験率 5 割未満，「保健所見学」は 66.7％，「訪問
での体験」「問診体験」「地区組織活動見学」も
70％台であり平均値より低かった．
2 ）両者の比較

8 割以上の学生が「経験した」と回答した項
目数は D 大学，7 大学とも 10 項目であり，こ
のうち有意差が示された項目は 4 項目で，「同
行訪問」は D 大学が 87.3％，7 大学は 98.2％，「健
康教育のリハーサル」は D 大学が 95.1％，7 大
学は 100％，「健康教育の実施」は D 大学が
95.1％，7 大学は 100％であり，いずれも 7 大
学のほうが有意に高かった．

D 大学のほうが高かったのは「保健所見学」
のみであったが，この項目には D 大学の学生
では 100％が「経験した」と回答しており，7
大学の 66.7％に比べて有意に高かった．

上記以外で両者間に有意差が見られたのは 3
項目であった．このうち，7 大学のほうが特に
高かったのは「訪問での体験」で D 大学 38.2
％に対して 7 大学 75.4％，「問診体験」は D 大

表 2　学生属性

項目
選択制 7 大学 統合 D 大学

n ％ n ％ p

性別 女 109   95.6   95   93.1
0.43

男     5     4.4     7     6.9

計 114 100.0 102 100.0 
・分析は Pearson の c 2 検定による．

表 3　実習特性

項目 選択制 7 大学 統合 D 大学

期間 4 週間 3 週間
場所 特別区内 A 県内 9 保健所

保健所・保健センター A 県内 18 市町
時期 4 年次春から夏 4 年次 5 月から 7 月
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学 10.8％，7 大学 71.9％，で D 大学では経験率
はすべて 5 割未満であった．「関連機関見学」
は D 大学 55.8％，7 大学 93.0％であった．
「同一事例の複数訪問」については 7 大学の

みの結果であり比較はできないが，D 大学の実
態としては市町の実習期間が 2 週間と短いた
め，この内容の実習は行われていない．

Ⅳ　考察
1 ．全体的な経験割合

D 大学は統合カリキュラム下で，実習期間も
選択制の 7 大学と比べて 1 週間短い環境で保健
師教育を行っているが，実習項目の経験割合の
平均は 8 割を超え，全体的には学生は 7 大学と
同等の実習経験を行っていた．この背景には，
ひとつには実習施設として D 大学が所在する

県内の 9 保健所および 18 市町の受け入れが確
保されているという実習施設に恵まれているこ
とと，もうひとつは実習体制の工夫があげられ
る．
1 ）実習施設

統合カリキュラムのメリットを活かした実習
を可能にしている前提条件として，十分な実習
施設の「場」の確保が可能となっていることが
大きい．保健師教育において重要な実習施設は
保健所と市町村の保健センターであるが，看護
系の 4 年制大学の増加に伴い，この実習の「場」
の確保に困難な事情を抱える都道府県にある大
学は選択制に移行せざるをえない．保健師教育
に選択制が導入された背景にもこの点が述べら
れている 4, 7）．D 大学の平成 29 年度の状況は，
112 名の学生を 1 市町当たり 2～4 名の少数配

表 4　実習での経験割合（経験項目を経験した割合）
 選択制 7 大学 n＝114，統合 D 大学 n＝102

No. 実習経験項目 （省略版）
選択制 7 大学 統合 D 大学

n ％ n ％  p

  1 実習オリエンテーションで保健所・保健センターの役割・
機能を聞く

（オリエンテーション） 114 100.0 102 100.0  ─

  2 地域診断に必要な情報を収集する （地域の情報収集） 114 100.0 102 100.0  ─
  3 地域の健康課題を明らかにする （健康課題明確化） 110 96.5 102 100.0 　0.056
  4 保健師に同行して家庭訪問を見学する （同行訪問） 112 98.2 89 87.3 　0.002
  5 家庭訪問で，計測や相談，情報提供等の保健活動をいづ

れか 1 つ以上体験する
（訪問での体験） 86 75.4 39 38.2 ＜0.001

  6 同一事例に 2 回以上の訪問を体験する （同一事例の複数訪問） 29 25.4 ─ ─  ─
  7 教員や保健師の前で健康教育のリハーサル・発表を行う （健康教育のリハーサル） 114 100.0 97 95.1 　0.017
  8 住民の前で健康教育を行う （健康教育の実施） 114 100.0 97 95.1 　0.017
  9 家庭訪問を除く健康相談・健康診査事業等で，相談や健

康診査を見学する
（健診見学） 114 100.0 102 100.0  ─

10 家庭訪問を除く健康相談・健康診査事業等で，問診や相
談等の保健活動をいずれか 1 つ以上体験する

（問診体験） 82 71.9 11 10.8 ＜0.001

11 保健所・保健センター実習中に，保健所・保健センター
以外の関連機関を見学する

（関連機関見学） 106 93.0 60 58.8 ＜0.001

12 関連機関との事例検討会や連絡会議を見学する （連絡会議見学） 94 82.5 88 86.3 　0.631
13 住民の行う地区組織活動（例：住民主体の体操教室等）

や自助グループ（断酒会，患者会等）へ参加する
（地区組織活動見学） 88 77.2 74 72.5 　0.305

14 結核・感染症対策等の保健所業務を見学する （保健所見学） 76 66.7 102 100.0 ＜0.001
15 保健所・保健センターで実習のカンファレンスを行う （カンファレンス） 113 99.1 102 100.0 　0.343

平均 85.7 81.7
経験割合 8 割以上の項目数 10 10
経験割合 5 割未満の項目数 1 2

・分析は Pearson の c 2 検定による．有意水準 5％とした．
・No.6 は実習項目としてあげていないため算出不可
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置が可能であるため，学生が様々な事業を体験
する機会に恵まれやすく，施設の臨地実習指導
者も学生に目が行き届き，実習しやすい環境に
あるといえる．
2 ）実習体制

実習体制の工夫としては 2 点あげられる．ひ
とつは実習時期であり，もうひとつは大学教員
と施設の臨地実習指導者とのコミュニケーショ
ンである．

D 大学の実習は 7 大学と同様に領域別臨床実
習をすべて履修した時期に位置付けられてお
り，統合カリキュラムであるものの実習は看護
師教育の上乗せの形をとっている．保健師実習
を履修する学生は病院を主とした実習経験を経
ており，実習において重要な事項である実習対
象者との関係性の取り方，指導者・教員との連
絡を適切に取ること，周囲のスタッフとの人間
関係を保つこと，グループの仲間と協力し合う
こと，などの重要性を学習している．いわば，
学生なりの実習においての社会性を身に着けた
集団といえる．このことが，保健所・市町実習
において活かされ，様々な事業の経験を積極的
に行う基本姿勢につながり，経験割合の結果に
つながったのではないかと考える．

また，大学教員は学生が効率よく実習経験を
積めるように，実習開始前から実習施設や臨地
実習指導者と協議を重ね，コミュニケーション
をとるように心がけている．実習中は一人の教
員が複数の施設を担当するため，常時，臨地に
赴くことはできないが，可能な限り毎日一度は
施設を訪ね，学生及び臨地指導者とのコミュニ
ケーションをとっている．このことが学生の実
習経験内容の調整につながっている，と考える．

以上，実習施設が確保され学生数が指導に適
した少人数であること，実習時期が看護学実習
終了後であること，実習前・中の大学教員と学
生，臨地指導者間のコミュニケーションへの努
力が，選択制の大学の実習と比較して学生の経
験割合が遜色ない結果になったと考える．
2 ．実習経験の比較
「保健所の見学」は D 大学では全員が経験し

ていたが，7 大学は 66.7％であり有意差もみら

れた．これは D 大学の所在する県が 7 大学の
所在する特別区とは異なり「県型保健所」を有
しており，市町保健師と比べて広域的で専門的
な保健所保健師の活動を学生が経験しやすい環
境にあるためと考える．この項目は調査項目
15 項目のうちで，唯一，保健所での実習を示
している．ほかの 14 項目は保健センター，保
健所のどちらでも経験が可能であり実習場所の
区別はつけられないが，本項目は保健所でしか
体験できない．保健所機能を実習することは保
健師育成に欠かせないと考え，D 大学での実習
状況はこの点から有用といえる．

D 大学は「訪問の体験」「問診体験」が体験
率 5 割未満で，7 大学との比較でも有意差が示
された．このことは実習において保健師活動の
基本となる個人への直接的支援技術の経験が不
足していることを示している．これらの項目は
実習期間が 4 週間の 7 大学でも時間的な限界か
ら 8 割未満であるが，実習指導者と教員が協議
し，実習の準備及び指導を行ったことでこれら
の経験割合が増えていることが示唆されている
ため 13），今後，D 大学においても可能な限り経
験させる方向で調整していくことが必要であ
る．
「関連機関見学」は経験率としては 5 割を超

えてはいたが，7 大学の 93％と比べると低い．
この経験は，実習展開が保健事業優先で行われ
るため，二次的な位置づけになりがちである．
管轄内の関連機関が距離的に近く，機関の数が
豊富な保健所・市町では学生が経験する機会に
恵まれるが，そのような条件にない地域では経
験が難しい．実習施設によって体験の偏りが生
じていることが考えられる．また，7 大学は都
内での実習であり，社会資源としての関連機関
が D 大学の所在する県と比べて豊富であるこ
とも経験の差に影響していると考える．3 週間
という時間的制約を踏まえながら，実習できる
ように検討していかなくてはならない．
3 ．経験が困難な項目

D 大学において「同一事例の複数訪問」は市
町実習期間が 2 週間という時間的な限界があ
り，かつ学生を同伴して複数回の訪問が可能な
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ケースが少なく，経験が難しいことが考えられ
る．調査項目には含まれていないが，「経験し
た」という報告はこれまでなく，ほぼ経験され
ていないと考えて妥当と思われる．

継続訪問は対象者の観察から具体的な訪問計
画や指導の機会ともなる重要な実習項目である
ことが認識されているものの，現状では経験が
困難であり，選択制をとる 7 大学においても同
様の考察となっている 12）．この項目の経験率を
上げるには実習期間を数週間に延長する，ある
いは，時期を分けて複数回の実習を組むなどの
対応が求められる．

Ⅴ　研究の限界と課題
本研究の限界は，対象が平成 29 年度の一大

学のデータにとどまっていることである．統合
カリキュラムを行っている他大学とも合わせ
て，経年的に見ていく必要がある．また，比較
対象が東京都特別区の大学であり，大学の設置
地域の違いによる影響についても検討していく
必要がある．

Ⅵ　まとめ
公衆衛生看護学実習の学生の実習経験率を統

合カリキュラム下の D 大学と，先行研究にお
いて報告されている選択制の 7 大学で比較し
た．D 大学は実習受け入れ機関が潤沢に確保さ
れ，短期間で多様な保健師活動が経験できてい
た．課題としては「家庭訪問」関連の経験と「関
連機関の見学」の経験が少ないことであったが，
統合カリキュラム下でも実習経験の大きな不足
はなく，保健師のみならず，地域看護の視点を
持つ看護師が育成されていることは統合カリキ
ュラムの成果であると考える．
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